
事務事業評価シート（総括表）

（ ） 年度に

（ ） 年度に

（ ） 年度に

軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料のコンビニ収納導入に向けての準備{個人情報保護審議会への諮
問（承認済）、収納代行業者の選定、システムの開発・検証、プリンタの設置等}
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平成18年5月から軽自動車税、同年6月から国民健康保険料、同年10月から介護保険料のコンビニ収納開
始。
個人住民税普通徴収分のコンビニ収納対応に向けての準備{システムの増設・検証、プリンタの設置等}
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0.00

0.00
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軽自動車税及び個人住民税（普通徴収分）
のコンビニ収納利用割合

成果の達成状況

軽自動車税及び個人住民税（普通徴収分）
の全収納件数に占めるコンビニ収納件数の
割合

国民健康保険料のコンビニ収納利用割合
国民健康保険料の全収納件数に占めるコン
ビニ収納件数の割合

平成19

平成19

（ 40% ）

　コンビニ収納は、その特性（24時間、365日、全国で納付可能）から、区民に対して「いつでも納付でき
る」環境を提供することができ、区民サービスの向上に寄与することができます。

事務事業 143 コンビニ収納業務委託

大項目 05 行財政の効率的運営

章 6 構想の推進のために

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

01

成果（事業が意図する成果）

行財政の効率的運営施策

事業内容

対象・手段
　軽自動車税（平成18年度から）、国民健康保険料（平成18年度から）、介護保険料（平成18年度から）
個人住民税の普通徴収分（平成19年度分から）をコンビニで納付できるようにします。

目的
　多様化する区民生活に対応するため、24時間、365日、全国で納付が可能なコンビニ収納を導入し、収納
窓口・機会の拡大による区民サービスの向上を図ります。

事業の実施内容

介護保険料（普通徴収分）のコンビニ収納
利用割合

介護保険料（普通徴収分）の全収納件数に
占めるコンビニ収納件数の割合

平成18年度 備　　考

目標値１① ％ 0.00 40.00

（ 40% ） の水準達成

の水準達成

（ 40% ） の水準達成



　区民サービスの向上を図るため、引き続き24時間、365日、全国で納付可能な納付環境
を提供する必要があります。

改
革
方
針

現状のまま
継続

　平成18年度に開始された軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料、及び平成19年度よ
り開始される個人住民税普通徴収分コンビニ収納の周知、推進に努めます。
　制度導入後も、提携コンビニの拡大等さらなる利便性の向上を図ります。
　個人情報保護対策をより確実なものとするため、引き続き事業者の立入検査等を行いま
す。

※

1

方向性

実施の成果

0.00

※

3

2

　金融機関の店舗数減少、ライフスタイルの多様化による時間、場所に拘束されない納
付環境の整備は既に必要不可欠なものとなっています。

　コンビニ収納による、納付窓口の拡大は、区民の利便性の向上だけでなく、納期内納
付等の推進についても寄与しています。

3

2

　納付者の利便性、区民サービスの向上に寄与するだけでなく、納期内納付等の推進に
もつながりました。

2.00

　平成18年度は、軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料の収納がそれぞれ予定どお
り開始し、順調に運用しています。また、個人住民税普通徴収分のコンビニ対応納付書
の開発、システム修正、プリンタ増設分の設置などが、計画どおりに進みました。

　コンビニの営業店舗や、収納代行業者を活用することにより、納付環境の整備や運用
を効率的に進めることができます。
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2.40

達成度

効率性

0.00 0.00 0.00
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一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0

一般財源投入率⑰／⑭

特定財源⑱ 0

％ 0.00 100.00

0

0.00 100.00

0.00 0.00

0 0

受益者負担⑮ 千円

純計⑯＝⑭－⑮ 千円

0

0.00 0.00

22,802 31,347

0

0 0

0 0

0 0

6,126 11,475

16,676 19,872

0 0

22,802 31,347

0

課名称 税務課

0 0
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0

平成17年度平成16年度 備　　考

00
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部名称 総務部

人件費⑪ 千円

単　位 平成15年度

事務費⑫ 千円 0
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事業費⑩ 千円

減価償却費等⑬ 千円

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円

受益者負担率⑮／⑭ ％

Ａ

事業に関する検討課題

①コンビニ収納の周知及び推進　②個人情報保護対策の徹底　③収納手数料等のランニングコスト低廉化
④収納率の向上　が検討課題になります。

総
合
評
価

　個人のライフスタイルの多様化に伴い、公金の納付環境整備は、区民サービス向上の観
点からも、区として取り組むべき課題となっていますが、平成18年度に軽自動車税、国民
健康保険料、介護保険料のコンビニ収納を開始したことにより、納付環境の整備を図るこ
とができました。
　また、納期内納付件数等の増に結びついたことに加え、経費削減も実現し、大きな成果
を収めることができました。
　平成19年度個人住民税普通徴収分の取扱開始準備についても予定どおり完了することが
できました。
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